
奈良県障害者芸術祭開催等事業委託仕様書

１．業務名

奈良県障害者芸術祭開催等事業

２．業務目的

障害のある人とない人が、ともに美術、音楽、身体表現等の創作活動を行う場を設定するこ

とにより、お互いの交流、気づき、出会いの機会を創出するとともに、障害のある人がもつ芸

術的才能を掘り起こし、より一層の社会参加の促進を図り、障害のある人とない人の「つなが

り」を深める取り組みを実施する。

また、障害のある人の芸術・文化活動への参加促進を図るためには、障害特性を理解し、か

つ、芸術・文化に関する専門知識･技術をもった指導･支援者の確保が必要であることから、こ

れらを養成し、指導・支援が可能な者及び指導・支援を必要とする障害のある人等への必要な

情報提供を行う。

３．業務内容

○奈良県障害者芸術祭開催事業

（１）障害者芸術祭プレプロジェクトの実施

①障害者芸術祭に先立ち、県内の障害のある人と障害のない人が、美術・音楽・身体表現な

ど様々な分野において、共に創作活動を行うことにより「つながり」を広めながら作品を

制作することが可能な取り組みとすること。

②美術・音楽・身体表現など様々な分野のアーティストが、障害のある人と関わることによ

り、障害のある人の技術・能力の向上等を図るとともに、これまで気づかなかった芸術的

能力の掘り起こしを図ることが可能な取り組みとすること。

③完成した制作品を障害者芸術祭に展示するなど、障害者芸術祭本体事業との連続性、関係

性をもたせた事業展開とすること。

（２）障害者芸術祭の開催

①上記プレプロジェクトで取り組んだ成果を県内２箇所程度で巡回展示開催すること。また、

障害のある人とない人の「つながり」を広げるために、開催日、開催場所等を含め提案を

行うこと。

②開催期間中、できるだけ多くの県民に本事業を知ってもらい、来場してもらえる様な取り

組みの工夫を行うこと。

（３）障害者芸術祭（プレプロジェクト含む）の県民への周知

①本事業に参加する障害のある人及び障害のない人の募集にあたっては、特定の者に限られ

ることがないよう、幅広く情報提供・情報発信を行うための周知方法等の工夫を行うこと。

②本事業の内容等については、事業に参加する者のみならず、広く県民全体に情報提供・情

報発信を行うための周知方法等の工夫を行うこと。

（４）障害者アートボランティア人材バンク運営事業との連携

①下記、人材バンク運営事業において養成した指導･支援者が、障害者芸術祭（プレプロジ

ェクト含む）に参画する機会の創出を図ること。

（５）その他

①本事業の概要について、事業実施後も県民や関係者等に情報提供・情報発信できるよう、

事業内容及び結果等を写真や映像等を使い、わかりやすくまとめて県へ提出すること。

②上記（１）～（３）の内容以外に、本事業のテーマに沿った内容で、本事業の効果を向上

させるために必要な取り組みがあれば、付加して提案すること。



○障害者アートボランティア人材バンク運営事業

（１）障害のある人の芸術・文化活動の指導・支援が可能な者の養成

障害のある人の芸術・文化活動に興味のある人たちに対して、障害特性の理解及び障害の

ある人の芸術・文化活動に関する研修等を実施することにより、活動を指導・支援する者の

養成を図ること。

（２）障害のある人の芸術・文化活動の指導・支援が可能な者及び指導・支援を必要とする障害

のある人等への情報提供

養成した指導・支援者及び芸術・文化活動の指導・支援を必要とする障害のある人等に対

して必要な情報提供を行うことにより、両者が関わりを持ち、指導・支援を行うことので

きる機会を創出すること。

４．委託予定金額

予算額８，３００千円（消費税及び地方消費税の額を含む。）を限度とする。

［内訳］奈良県障害者芸術祭開催事業 ７，６００千円

障害者アートボランティア人材バンク運営事業 ７００千円

５．提出書類等

本件受託者は、本業務受託決定後、下記の書類を作成し提出するものとする。

（１）本件受託者は業務着手に先立ち、県担当者と協議・調整のうえ、業務実施計画書、その他必

要と認める書類を提出すること。

（２）その他、県が指示する書類。

６．議事録作成

本件受託者は、本業務の円滑な進捗を図るため県担当者と協議しながら作業を進め、打合せ

協議があった場合はその内容について議事録を作成し、県の確認を受けなければならない。

７．秘密の遵守

本件受託者は、本業務実施中に生じる全ての成果品を、県の許可なく他に公表及び貸与しては

ならない。また、本業務中に知り得た事項を他に漏らしてはならない。

８．その他事項

（１）再委託について

原則として、本件業務の一部または全部を第三者に再委託してはならない。ただし、あら

かじめ当該作業を完全に履行するために関与するすべての委託先（順次、再委託する場合は

最終の委託先まで）を特定し、再委託の内容、そこに含まれる情報、その他再委託先に対す

る管理方法等を記載した書面を県に提出し、承諾を得た場合はこの限りでない。

（２）仕様変更

本件受託者は、やむを得ない事情により本仕様書の変更を必要とする場合には、あらかじ

め県と協議のうえ、承認を得ること。

（３）その他

本仕様書に記載されていない事項については、県の指示に従うこと。

本仕様書の記載内容に疑義が生じた場合は、県と協議すること。

別紙「公契約条例に関する遵守事項」を遵守すること。




